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車両のレーン変更を考慮した経路探索方式
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概要：より安全・安心な車両走行を実現するため，カーナビの経路探索機能の研究を行っている．実際の
道路を走行する際にレーン変更が困難となる経路を探索してしまうという問題の解決に向け，車両のレー
ン変更を考慮した経路探索方式を開発する．本稿では特に，レーン変更が困難となる経路の検出アルゴリ
ズムを提案する．まず，具体的な事例の分析を行い，問題のある経路となる条件を導出した．そして条件
に該当するか否かを，カーナビ用地図データを使って判定する方法を検討した．試作・評価により，発見
済みの事例以外の事例についてもレーン変更が困難であるか否かを判定できることを示し，提案方式の有
効性を確認した．さらに，検出精度向上に向けたカーナビ用地図データの拡張方針を明らかにした．
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Abstract: In order to realize safer and more comfortable driving, we have studied on route calculation func-
tion of car navigation systems. To solve a problem that the car navigation systems often provide users
with routes including difficult lane-changing, we have developed a route calculation method considering lane-
changing of vehicles. In this paper, we propose a method for detecting the route that includes difficult
lane-changing. We analyzed case examples of the problem and clarified the conditions for being problematic
routes. We considered a method to judge whether the route fulfills those conditions or not by using conven-
tional car navigation map data. By prototyping and evaluating our proposed method, we showed effectiveness
of the method that was able to judge whether additional case examples included difficult lane-changing or
not. Further, required contents of car navigation map data for improving detecting accuracy were specified.
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1. はじめに

近年，自動運転の実現に向けた取り組みが世界各国で活

発に進められている．自動運転の代表的なユースケースで

ある，ユーザが設定した目的地までの自動運転においては，

カーナビゲーションシステム（以下，カーナビ）が計算し

た経路が車両制御に使われることが想定されるため，経路

の安全性がより強く求められる．
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一方で，従来のカーナビは，実際の道路を走行する際に

レーン変更が困難となる経路をユーザに提示することがあ

る．たとえば，複数のレーンで構成される本線道路に左側

から合流した後，直近交差点までの短い距離を走行する間

に複数回右側にレーン変更して交差点で右折するような

経路である．カーナビがこのような経路を提示した場合，

ユーザは「無理をして短い距離で複数回レーン変更する」，

または「レーン変更および直近交差点での右折を諦めて経

路逸脱する」といった対応を迫られ，安心して運転するこ

とができない．さらに，このような経路が自動運転車両の

制御に使われた場合，ユーザが介入する余地なく車両が自

動的に無理なレーン変更を行う可能性があり，安全に支障
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をきたす恐れがある．

レーン変更が困難となる経路をカーナビが提示する理由

は，従来の経路探索アルゴリズムでは主に道路レベルの接

続関係を使って経路を計算しており，道路を構成するレー

ンレベルの移動を考慮していないことにある．本稿では，

より安全・安心な車両走行を実現するための，車両のレー

ン変更を考慮した経路探索方式について述べる．まず，ヒ

アリングにより収集した事例の分析を行い，問題のある経

路となる条件を導出する．そして条件に該当するか否か

を，カーナビ用地図データを使って判定する方式を提案す

る．通常はカーナビの経路誘導機能の 1つである走行レー

ン案内のために使われる，「ある道路に接続する分岐道路

ごとのレーン対応関係を示すデータ」を経路探索に活用す

ることにより，レーン変更が困難な経路の検出が可能とな

ることを示す．

以下，2章で関連研究，3章で解決すべき課題を説明す

る．4章において提案方式の詳細を述べ，5章で提案方式を

試作して評価した結果を述べる．最後に 6章でまとめる．

2. 関連研究

2.1 カーナビの経路探索アルゴリズム

カーナビの経路探索では，道路をリンクとして，交差点

をノードとして扱ったデジタル地図データを使い，出発地

から目的地までの旅行時間や距離，燃料/電力消費量等と

いったコストの総和を最小化する経路を計算する．経路探

索アルゴリズムとしては，Dijkstra法 [1]や A*法 [2]が広

く使われている．また，実際の道路走行時の環境を考慮し

て，交差点での右左折規制を考慮したり [3]，右左折による

旅行時間の増加を考慮したり [4]するアルゴリズムが提案

されている．

以上で述べたような従来の経路探索では，主に道路レベ

ルの接続関係を考慮するが，道路を構成するレーンレベル

の移動はほとんど考慮していなかった．そのため，カーナ

ビ用地図データには，経路探索に使われるリンク（道路）

とノード（交差点）の接続関係を示すデータは網羅的に収

録されているが，経路誘導に使われるレーンに関するデー

タは，複雑な分岐ポイント等，詳細なレーン案内が必要と

なる限られた地点のみ収録されているのが一般的である．

2.2 レーン変更を考慮した経路探索アルゴリズム

経路探索におけるリンクの旅行時間コストに「レーン変

更にかかる時間」を加味したうえで Dijkstra法を実行する

アルゴリズムが提案されている [5], [6]．

Yangaら [5]によるレーン変更時間の定義を図 1 で説明

する．車両 Aはレーン変更することなく道路を通過し，車

両 Bはレーン変更（図 1 の例では 3回）しながら通過する

ものとする．当然ながら，レーン変更しながら通過する場

合は走行距離が長くなり，さらに他車両が変更先レーンを

図 1 レーン変更時間の定義

Fig. 1 Definition of lane-changing time.

走行していた場合は速度を下げて移動のタイミングを計る

等の対応が必要となるため，レーン変更しない場合に比べ

て旅行時間が大きくなる．このとき，レーン変更しながら

通過した場合の旅行時間 tExit
B − tEnter

B から，レーン変更せ

ずに通過した場合の旅行時間 tExit
A − tEnter

A を差し引いた時

間をレーン変更時間と定義する．ここで tEnter
A = tEnter

B で

あるから，レーン変更時間は tExit
B − tExit

A で表せる．

1回のレーン変更にかかる時間は，その道路の車両密度

（単位距離あたりの車両台数）の線形モデルにより推定す

る．1回のレーン変更にかかる時間の推定値と，道路通過

に際して必要なレーン変更回数とを掛け合わせてコストを

得る．

3. 課題と目標設定

3.1 課題

関連研究の問題点および本稿で解決する課題について述

べる．

(1) 実際の道路でレーン変更が困難となる条件の明確化

関連研究 [5], [6]では，複数のレーンで構成される道路

が接続された比較的単純な道路環境を想定してレーン変

更を考慮しているが，実際の道路でレーン変更が困難とな

るケースはより複雑であることが多い．たとえば法規制に

よりレーン変更が禁止されていたり，合流地点に信号機が

設置されていたりする．合流地点に信号機があれば本線道

路のどのレーンにも進入できると判断できるため，実質的

にレーン変更は不要と見なせると考えられる．国や地域に

よって道路構造や関連法規制は異なるため，具体的な事例

を確認したうえで，レーン変更が困難となる条件を明らか

にすることが必要である．

(2) カーナビ用地図での実現可能性の検証

関連研究 [5], [6]では，道路のレーン数や道路間のレーン

対応情報等といったデータは与えられるものとして詳しく

言及されていないが，こうしたデータがすべてカーナビ用

地図データに収録されているとは限らない．2.1節で述べ
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表 1 レーン変更が困難となる事例

Table 1 Case examples of difficult lane-changing.

たとおり，レーンに関するデータは複雑な分岐ポイント等

の限られた地点のみ収録される傾向にあるため，経路探索

で容易に使えることを前提にできない．まず標準的なカー

ナビ用地図データを使って実現可能性の検証を行い，経路

探索でレーン変更を考慮するうえで不足するデータを明ら

かにし，対応策を検討するべきである．

3.2 目標設定

以上の 2点の課題をふまえて，本研究では，具体的な事

例からレーン変更が困難となる条件を導き出し，その条件

の該当/非該当をカーナビ用地図を使って判定するアルゴ

リズムを提案する．提案方式により，発見済み事例以外の

事例についてもレーン変更が困難であるか否かを判定でき

ることを示し，有効性を確認することを目標とする．さら

に，レーン変更が困難となる経路の検出精度向上のための

課題を抽出し，カーナビ用地図データ拡張の観点から対応

策を検討することを目指す．

4. 提案方式

4.1 レーン変更が困難となる要因分析

課題 (1)に対して，実際の道路でレーン変更が困難とな

る要因の分析を行った．まず，レーン変更が困難となる経

路の事例をヒアリングにより収集した．ヒアリングの対象

としたのは，問題のある経路の事例をより多く把握してい

ると考えられる，「カーナビの製品開発経験があり，かつ自

らもふだんカーナビを使い車を運転する人」数名とした．

ヒアリングの結果，5件の事例を抽出した．各事例の発生

地点や道路種別（一般道か高速道路か）および合流～分岐

までの距離，必要なレーン変更回数を表 1 にまとめた．

以下では，各事例の分析結果について述べる．

No.1は，大和市役所南側にある深見西交差点付近の一

般道における事例である（図 2）．この事例では，国道 246

号線のランプから本線道路に合流後，107 m走行する間に

右側に 3回レーン変更して右折する経路となっている．合

流地点には信号機が設置されておらず，合流時は本線道路

の最も左側のレーンにのみ進入可能である．右折交差点ま

での 107 mという短い距離で 3回のレーン変更を行うのは

困難である．特に，他車両が変更先レーンを走行している

可能性も考慮すると，交差点を右折せずいったん直進する

図 2 大和市役所付近の事例

Fig. 2 Case example in the vicinity of Yamato City Hall.

図 3 新桜ヶ丘 IC 付近の事例

Fig. 3 Case example in the vicinity of Shin-Sakuragaoka IC.

方がより安全だといえる．

No.2は，保土ヶ谷バイパスと環状 2号線が交差する新

桜ヶ丘 IC付近の一般道における事例である（図 3）．この

事例では，やや細い道路から環状 2号線の本線道路に左折

合流後，73 m走行する間に右側に 3回レーン変更して右折

する経路となっている．No.1の事例同様，左折合流地点に

は信号機が設置されておらず，合流時は本線道路の最も左

側のレーンにのみ進入可能である．横浜市中心部に向かう

ような場合は保土ヶ谷バイパスに合流するのが早いが，交

差点を右折せずいったん直進する方がより安全だといえる．

No.3は，浦和 ICの入口付近における事例である（図 4）．

この事例では，一般道のランプから本線道路に合流後，

167 m走行する間に右側に 1回レーン変更して右側に分岐

する経路となっている．レーン変更回数は 1回だが，本線

道路は定常的に交通量が多いためレーン変更が困難であ

る．このことから，本線道路の長さやレーン変更回数だけ

でなく，交通量等の要因を考慮する必要があるといえる．

No.4は，箱崎 JCTから湾岸線方面または京葉道路方面

に分岐する高速道路における事例である（図 5）．この事例
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図 4 浦和 IC 付近の事例

Fig. 4 Case example in the vicinity of Urawa IC.

図 5 箱崎 JCT 付近の事例

Fig. 5 Case example in the vicinity of Hakozaki JCT.

では，渡り線から本線道路に合流後，198 m走行する間に

右側に 2回または 3回レーン変更して右側に分岐する経路

となっている．渡り線が 2レーンで構成されているため，

本線合流前にどちらのレーンを走行していたかに応じて，

必要なレーン変更回数が変わる．この地点では，湾岸線方

面に向かう場合，本線道路の最も左側のレーンを走行して

いればレーン変更は不要なのだが，レーン変更してから同

じく湾岸線方面に向かう経路が存在しており，後者の方が

コストが小さいと判定されると，無理なレーン変更をする

経路を提示することになる．

No.5は，神田橋 ICの入口付近の高速道路における事例

である（図 6）．この事例では，ランプから高速本線道路に

合流後，178 m走行する間に 1回レーン変更して右側に分

岐する経路となっている．レーン変更回数は 1回だが，制

限速度が大きいため，交通量が多い場合はレーン変更が困

難となる．

ヒアリングにより抽出した事例 5件は，全国にある事例

すべてをカバーできているわけではなく，あくまで一部で

あると考えられる．そのため，抽出した事例に類似したよ

図 6 神田橋 IC 付近の事例

Fig. 6 Case example in the vicinity of Kandabashi IC.

図 7 レーン変更が困難となる条件

Fig. 7 Conditions for being routes including difficult lane-

changing.

り多くのパターンの事例もカバーできるよう，事例分析結

果をふまえてさらに机上検討を行い，レーン変更が困難と

なる条件を導出した（図 7）．条件 A～Dをすべて満たす

場合に，レーン変更が困難であると判定する．

• 条件 A：片側に複数のレーンがある道路への合流が

ある．

• 条件 B：片側に複数のレーンがある道路からの分岐が

ある．

• 条件 C：本線への進入～退出までにレーン変更が必要

である．

• 条件 D：必要なレーン変更を完了させにくくする要因

が存在する．

ここで，条件Aにおける「合流」は「信号機のない交差点

で右左折して本線道路に進入すること」を含んでいる．一

般的に「合流」はランプや渡り線等の複数の道路が 1つに

合わさることを意味するが，信号機のない交差点では，右

左折した後に進入可能なレーンが限定されるためである．

なお，条件 A，B，Cはその地点の道路構造にのみ依存

する条件であるが，条件 Dは様々な要因により該当するか

否かが決まると考えられる．収集した事例の分析結果をふ

まえて机上検討を行い，条件 Dの該当/非該当に影響を与

える要因を洗い出し，表 2 にまとめた．
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表 2 必要なレーン変更を完了させにくくする要因

Table 2 Factors that cause difficult lane-changing.

各要因のうち，道路の構造や場所にのみ依存するものを

静的要因，運転時の現況により変化するものを動的要因に

分類した．

静的要因として，合流～分岐までの距離，レーン変更回

数，制限速度，車線幅員，レーン変更に関する法規制（無条

件）を分類した．合流～分岐までの距離が短い場合，レー

ン変更回数が多い場合，制限速度が大きい場合，車線幅員

が大きい場合はレーン変更を完了させにくくなる．レーン

変更に関する法規制（無条件）の具体例として，日本の道

路の場合，進路変更 3秒前に方向指示器による合図を開始

しなければならない [7]点があげられる．

動的要因として，交通流，ドライバの運転特性，車種，

レーン変更に関する法規制（条件付き）を分類した．交通

流の具体例として，交通量や交通速度（車両の走行速度を

集団の流れとして見たもの），交通密度があげられる．ド

ライバの運転特性の例としては，レーン変更時のハンドル

の切り方があげられる．車種については，車両の全長があ

げられる．レーン変更に関する法規制（条件付き）の具体

例としては，日付や時間等の条件によりレーン変更が禁止

される規制があげられる．

4.2 レーン変更が困難となる経路の検出アルゴリズム

課題 (2)に対して，レーン変更が困難となる経路の検出

アルゴリズムを検討した．以下では，レーン変更が困難と

なる条件 A～Dそれぞれについて，カーナビ用地図データ

を使った判定方法について述べる．本稿では，標準化がな

されている地図データ [8], [9]に格納されるデータを使って

実現することを想定して検討を行った．

なお，条件Dについて，表 2 における動的要因の判定に

はカーナビ外部からの情報を必要とすることが自明である

ため，本稿では静的要因を対象として検討を行うこととし

た．一方で，今後，動的要因を考慮した方式への拡張を見

据えて，カーナビ用地図データの拡張や，サーバや車両等

の外部システム連携による実現可能性を検討していく必要

がある．

条件Aの判定方法

条件 Aの判定には，本線道路への進入が「合流である」

という情報と，「合流直後のレーン数」が必要である．

まず，合流であることの判定には，地図データに収録さ

れている隣接ノード数（交差点に接続する道路の数に相当）

や道路属性，信号機情報を使う．道路属性とは，たとえば

「都市間高速道路」や「国道」等といった道路種別や，「本

線」や「ランプ」，「渡り線」等といったリンク種別のこと

である．ある交差点に接続する道路の数を示す隣接ノード

数が 3以上であること，進入リンクのリンク種別が「ラン

プ」または「渡り線」であり，退出リンクのリンク種別が

「本線」であることを条件として，合流と判定する．もしく

は，隣接ノード数が 3以上であり，かつ交差点に信号機が

設置されていない場合に合流と判定する．

合流直後のレーン数は，地図データに収録されているリ

ンクのレーン数を参照することで分かる．

条件 Bの判定方法

条件 Bの判定には，本線道路からの退出が「分岐である」

という情報と，「分岐直前のレーン数」が必要である．

まず，分岐であることの判定には，条件 Aと同様，地図

データに収録されている隣接ノード数や道路属性を使う．

隣接ノード数が 3以上であることと，進入リンクに対する

退出リンクのなす角度の大小に応じて道なりか分岐かを判

定できる．

分岐直前のレーン数については，地図データに収録され

ている，道路に接続する分岐道路ごとのレーン対応関係を

示すデータを参照すれば正確なレーン数が分かる．

条件 Cの判定方法

条件 Cの判定には，「合流時に進入可能なレーン」およ

び「分岐時に退出可能なレーン」の情報が必要である．

まず，本線道路への合流時に進入可能なレーンについて

は，地図データに収録されていないのが一般的である．こ

れは，合流時は分岐時と異なり走行レーン案内が不要な場

合がほとんどであるためである．そこで，合流地点におけ

る信号機情報の有無を用いて，間接的に進入可能レーンを

推定することを考える．信号機が設置されていない場合は

最も左側のレーンのみ進入可能，設置されている場合はす

べてのレーンに進入可能と見なして進入可能レーンを推定

する．しかし，この方法では特殊な道路構造等に対応でき

ない可能性があるため，今後，「合流時に進入可能なレー

ン」をカーナビ用地図のコンテンツとして追加することを

検討する必要がある．

次に，本線道路からの分岐時に退出可能なレーンについ

ては，条件 Bの判定方法で述べた，道路に接続する分岐

道路ごとのレーン対応関係を示すデータを参照すれば分か

る．必要なレーン変更回数は，合流時に進入可能なレーン

と分岐時に退出可能なレーンとを比較することで算出可能

である．

c© 2018 Information Processing Society of Japan 70



情報処理学会論文誌 コンシューマ・デバイス&システム Vol.8 No.2 66–73 (May 2018)

図 8 単純化したレーン変更モデル

Fig. 8 Simple lane-changing model.

条件Dの判定方法

本稿では表 2 のうち静的要因を対象とすることとしたた

め，「合流～分岐までの距離」，「必要なレーン変更回数」，

「制限速度」，「車線幅員」，「レーン変更に関する法規制（無

条件）」を使って条件 Dを判定する方法を考える．ここで，

「合流～分岐までの距離」は値が大きいほどレーン変更が

しやすくなるのに対し，それ以外の 4つは「レーン変更に

必要な距離」を大きくし，レーン変更しにくくするように

作用すると考えられる．そのため，「合流～分岐までの距

離」と「レーン変更に必要な距離」の算出方法を検討し，

両者の大小関係により条件 Dを判定することとする．

まず，合流～分岐までの距離は，地図データに収録され

ているリンク長を合流地点から分岐地点までにわたって足

し合わせることで算出できる．

レーン変更に必要な距離は，図 8 に示す簡単なレーン変

更モデルを考えて見積もる．(i)方向指示器を点灯させて

からレーン変更を開始するまでの走行距離 l1 と，(ii)レー

ン変更を開始してから終了するまでの走行距離 2× l2 に分

けて考える．1回のレーン変更に必要な距離は l1 + 2 × l2

で表せる．

まず (i)については，日本の道路交通法施行令 [7]の第 21

条に「進路変更 3秒前に合図を示さなければならない」と

いう法令があることから，車速 v [km/h]で 3秒間直進する

距離とする．したがって l1 [m]は式 (1)で算出できる．

l1 = v × 602 ÷ 1000 × 3 (1)

次に (ii)については，レーン変更中の車両の乗り心地を

考慮して，横方向の加速度（遠心加速度）が 0.1G [m/s2]

（G = 9.8）を超えない最小の曲率半径を持つ円に沿って進

むと仮定して考える．図 8 に示すように，l2 は，最小曲率

半径 Rと，車両が円に沿って進みレーン分離線をまたぐま

でに描く弧に対応する角度 θを用いて，l2 = R sin θで表せ

る．遠心加速度 a = v2/R，車線幅員 w = 2×R(1− cos θ)

であることを用いると，l2 [m]は式 (2)で算出できる．

l2 = R sin θ =
v2

0.98
× sin θ (2)

where, θ = cos−1
(
1 − w

2R

)

ここで，車線幅員 wは日本の道路構造令 [10]を参考にし

て決定することができる．たとえば，都市部の高速道路で

あれば，第 2種・第 1級として定義される道路の車線幅員

3.5 [m]を適用するとよいと考えられる．

最後に，レーン変更 1回あたりの走行距離 l1 + 2× l2 に

条件 Cで算出したレーン変更回数を掛け合わせることで，

必要なレーン変更を完了するまでの走行距離を得る．

以上で述べた条件 A～D の判定方法を組み合わせて，

レーン変更が困難となる経路を検出する．まず，条件 A，

Bの判定方法を用いて合流と分岐を検出し，その間の距離

を求め，次に条件 C，Dの判定方法を用いてレーン変更に

必要な距離を求め，両者の大小を比較する．後者の方が大

きい場合にレーン変更が困難であると判定する．

なお，表 2 で動的要因に分類した交通流（交通量等）に

ついては，統計情報に基づいて静的に見積もることも可能

である．ヒアリングで収集した事例の中にも，交通量が多

いためにレーン変更が困難となる事例が含まれていること

から，交通量等を考慮したモデルの検討は重要である．そ

こで，静的に見積もった交通量等がレーン変更に与える影

響について検討する．交通量が多い場合，変更先レーンを

走行する車両の車間距離が短くなっていると考えられる．

そこで，交通量等に基づいて推定した車間距離が，仮に前

方を走行する車両が急停止しても衝突を回避可能な停止距

離より小さい場合に，レーン変更が困難であると考える．

特に自動運転車両を制御する場合，安全性の観点から，人

間のように多少無理をしてでもレーン変更を行うような動

作を許すことは考えにくく，車間距離が短い場合はレーン

変更を諦めざるをえない状況が生じると考えられる．

車間距離は，交通量等を使って推定できる．まず，交通

量 Q，交通密度K，交通速度 V の間に成り立つ Q = KV

という関係 [11]を用いて，交通量と交通速度の統計情報か

ら交通密度を推定する．交通密度の逆数をとり平均車頭距

離を求め，さらに車両の全長を差し引くことで平均車間距

離を求める．また，停止距離は，ドライバが危険を察知し

てからブレーキを踏むまでに進む空走距離と，ブレーキを

踏んでから車両が停止するまでに進む制動距離の和として

求めることができる．

以上で述べた方法により推定した平均車間距離と停止距

離の大小を比較し，後者の方が大きい場合にレーン変更が

困難であると判定する．
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レーン変更が困難と判定された場合の事後対応

以上で述べた判定方法によりレーン変更が困難であると

判定された場合は，迂回路を案内用経路として選択する．

レーン変更が困難となる経路のコスト調整や，迂回路との

コスト比較は行わない．ただし，迂回路が見つからない場

合はレーン変更が困難と判定された経路を選択することに

なる．レーン変更が困難となる経路をユーザに提示せざる

をえない場合の案内方法については，今後，実用化に向け

て検討する必要がある．

5. 評価

クラリオン製のカーナビを母体として，4章で述べた提

案方式のプロトタイプを試作した．検出アルゴリズムは従

来の経路探索処理の中に追加実装することにより，レーン

変更が困難となる経路を探索処理中に検出できるようにし

た．レーン変更が必要な地点を検出した場合，そのレーン

変更が「困難」か「容易」かの判定結果を出力するように

した．

5.1 検出アルゴリズムの評価（交通流非考慮）

まず，4.2節条件 Dの判定方法で述べた交通流による影

響を考慮しない場合の検出アルゴリズムを評価した．著者

らにより，日本の道路において無作為に抽出したレーン変

更が必要な地点（200地点）について，各地点でのレーン変

更が「困難」か「容易」かのラベルを付与し，これをデータ

セットとした．データセットに含まれる各地点に対して，

検出アルゴリズムを用いて「困難」または「容易」の 2値判

定を行った結果を表 3 に示す．精度（precision）は 58%，

再現率（recall）は 100%であり，F-measureは 73%という

結果となった．

実際にはレーン変更が困難である経路を「容易」と判定

することはなく，かつ実際にレーン変更が困難である経路

を正しく「困難」と判定することができ，提案方式の有効

性が確かめられた．

一方で，実際にはレーン変更が容易である地点を「困難」

と判定する誤検出は 37件と多く見られたため，実用化に向

けて改善が必要である．誤検出が発生した地点には，「合流

直前の道路が複数のレーンで構成される地点」や，「合流直

後に本線道路のレーン数が増加する地点」が含まれていた．

提案方式では，合流地点に信号機が設置されていない場合

は最も左側のレーンにのみ進入可能と判定するため，どち

表 3 検出アルゴリズムの評価結果（交通流非考慮）

Table 3 Evaluation result (without considering traffic flow).

らの場合もレーン変更回数を正しく算出できなかった．前

者については「合流時に進入可能なレーンを示すデータ」

が，後者については「リンクの内部でレーンが増減するこ

とを示すデータ」が必要であると考えられる．これらの

データは，検出精度を向上させるうえで重要なデータであ

ると考えられる一方，従来のカーナビ用地図データには含

まれていない．そのため，主に自動運転向けに整備が進む

レーン単位の高精度地図データを併用することや，必要な

コンテンツをカーナビ用地図データに追加すること等の検

討が必要である．

5.2 検出アルゴリズムの評価（交通流考慮）

次に，4.2節条件 Dの判定方法で述べた交通流による影

響を考慮した場合の検出アルゴリズムを評価した．5.1節

で用いたデータセットに含まれる各地点について，まず，

交通量等に応じた平均車間距離によりレーン変更が困難で

あるか否かを判定し，その後，レーン変更に必要な距離に

よる判定を行うこととした．なお，交通量等を静的に見積

もるための統計情報として，長期にわたり集計したデータ

は入手できなかったため，数年に 1 度実施されている全

国規模の交通量等の調査結果である道路交通センサス [12]

データを用いることとした．道路交通センサスデータに含

まれる昼間 12時間の合計交通量を 1時間・1レーンあたり

に換算した値と平均旅行速度から交通密度を求めた．平均

車間距離は，交通密度の逆数である平均車頭距離から，道

路運送車両法 [13]において小型自動車に分類される車両の

全長の上限である 4.7 [m] を差し引いて求めた．比較対象

である停止距離は，平均旅行速度に対応した空走距離と制

動距離の和として求めた．空走距離は，人間の反応時間を

1 [s]として求めた．制動距離は，乾いた路面の摩擦係数を

0.7として求めた．以上のようにして求めた平均車間距離

と停止距離の大小比較による判定を行い「容易」と判定さ

れた地点については，さらにレーン変更に必要な距離によ

る判定を行った．2値判定を行った結果を表 4 に示す．精

度（precision）は 49%，再現率（recall）は 100%であり，

F-measureは 66%という結果となった．

交通流を考慮しない場合は「容易」と正しく判定できて

いた 111件のうち 17件が「困難」と判定され，誤検出が

増えるという結果であった．これら 17件の地点は合流～

分岐までの距離が長く 2 [km]を超えるものも含まれてお

り，交通量が多く車間距離が短いとはいえ，実際にはレー

表 4 検出アルゴリズムの評価結果（交通流考慮）

Table 4 Evaluation result (considering traffic flow).
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ン変更が容易に行える地点であった．本稿では，交通流を

静的に見積もり，平均車間距離と停止距離の大小関係によ

り「困難」か「容易」かを 2値判定するモデルを用いて評

価を行ったが，今後，誤検出を減らすため，交通流がレー

ン変更に必要な距離に与える影響をモデル化する方法の検

討を行っていく予定である．

6. おわりに

本稿では，より安全・安心な車両走行を実現するための，

車両のレーン変更を考慮した経路探索方式を提案した．ま

ず，ヒアリングにより収集した事例の分析を行い，問題の

ある経路となる条件を導出した．そして条件に該当するか

否かを，カーナビ用地図データを使って判定する方式を提

案した．発見済みの事例以外の事例についてもレーン変更

が困難であるか否かを判定できることを示し，提案方式の

有効性を確認した．

今後，提案方式の実用化に向けて，カーナビ用地図デー

タに対する網羅的な評価を行う必要がある．本稿では，従

来の経路探索処理中に検出アルゴリズムを追加実装して評

価を行ったが，この方法では探索されないノードやリンク

が残る可能性があり網羅性が明確とならない．地図データ

に含まれる全ノードからのリンク追跡により検出を行う

等，従来の経路探索とは異なる評価方法を検討する予定で

ある．また，本稿では考慮しなかった，レーン変更を完了

させにくくする動的要因に対応した方式の検討に取り組む

予定である．
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